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自 ： 平 成 ２ ７ 年 ４ 月 １ 日

至 ： 平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日

計 算 書 類

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

計 算 書 類

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

株式会社ウイン・インターナショナル



 

貸 借 対 照 表 

（平成28年３月31日現在） 

（単位：千円） 

4,877,600 3,275,576

1,623,496 7,150,082

10,532,591 84,968

1,206,870 30,078

15,663 446,962

91,878 186,999

255,558 169,752

△148 175

84,684

(1,472,806) 42,335

建 物 637,879

構 築 物 15,232 453,999

工具、器具及び備品 788,715

減 価 償 却 累 計 額 △769,081 11,925,616

土 地 800,060

(21,215)

ソ フ ト ウ エ ア 20,828 330,625

そ の 他 386 196,875

(303,759) 196,875

投 資 有 価 証 券 23,000 7,948,176

出 資 金 120 17,500

長 期 前 払 費 用 224 7,930,676

敷 金 及 び 保 証 金 82,646 繰 越 利 益 剰 余 金 7,930,676

保 険 積 立 金 57,549

繰 延 税 金 資 産 140,219 8,475,676

20,401,292 20,401,292

（有 形 固 定 資 産）

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

（無 形 固 定 資 産）

（投資その他の資産）

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

資 産 合 計

支 払 手 形

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

前 受 収 益

前 受 金

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【固　定　資　産】

金   額金   額

負  債  の  部

【8,475,676】

【453,999】

【11,471,616】

【1,797,780】

【18,603,511】

純 資 産 の 部

資  産  の  部

【流　動　負　債】

【固　定　負　債】

【株　主　資　本】

科     目 科     目

負 債 合 計

前 払 費 用

【流　動　資　産】

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(
平成27年４月１日から

平成28年３月31日まで) 
（単位：千円） 

42,088,575

36,444,430

5,644,144

3,542,081

2,102,063

受 取 利 息 238

受 取 配 当 金 4,057

不 動 産 賃 貸 料 30,494

そ の 他 3,692 38,482

不 動 産 賃 貸 費 用 940

そ の 他 150 1,091

2,139,455

投 資 有 価 証 券 売 却 益 161,167

そ の 他 10,769 171,937

退 職 給 付 費 用 120,955

そ の 他 2,261 123,216

2,188,175

法人税、住民税及び事業税 778,187

法 人 税 等 調 整 額 △46,830 731,356

1,456,819

金　額

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

科　目

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

 
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(
平成27年４月１日から

平成28年３月31日まで) 
 （単位：千円） 

資本剰余金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰余金 合計

330,625 196,875 196,875 17,500 7,732,578 7,750,078

剰 余 金 の 配 当 △1,258,721 △1,258,721

当 期 純 利 益 1,456,819 1,456,819

株主資本以外の項目

の当事業年度変動額

( 純 額 )

－ － － － 198,097 198,097

330,625 196,875 196,875 17,500 7,930,676 7,948,176

株主資本

合計

－ 8,277,578 100,906 100,906 8,378,485

剰 余 金 の 配 当 △1,258,721 △1,258,721

当 期 純 利 益 1,456,819 1,456,819

株主資本以外の項目

の当事業年度変動額

( 純 額 )

△100,906 △100,906 △100,906

－ 198,097 △100,906 △100,906 97,191

－ 8,475,676 － － 8,475,676

当 事 業 年 度 変 動 額

当事業年度変動額合計

当 事 業 年 度 末 残 高

当事業 年度期首残高

当 事 業 年 度 変 動 額

当事業年度変動額合計

当 事 業 年 度 末 残 高

当事業 年度期首残高

株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

その他有価証券評

価差額金

評価・換算差額等

合計

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資本準備金 利益準備金

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 

10～50年 

工具、器具及び備品 

４～15年 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）は定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法、市場販売目的のソフトウエアについては、見込有効期間（３年）に基づく定額

法を採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上

しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

① 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

② その他の工事 

工事完成基準 

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

２．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当該事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 12,303,400株

(2) 当該事業年度末における自己株式の種類及び総数 

普通株式 －株

(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等  

決 議 
株 式 の

種 類
配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成27年６月９日

定 時 株 主 総 会 
普通株式 1,258,721 102

平成27年

 ３月31日

平成27年

６月10日

 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの  

決 議 
株 式 の

種 類
配 当 の 原 資

配当金の総額

( 千 円 ) 

１ 株 当 た り

配 当 額 ( 円 )
基 準 日 効力発生日

平成28年６月７日

定 時 株 主 総 会 
普通株式 利益剰余金 1,456,819 118

平成28年

３月31日

平成28年

６月８日
 

（注）平成28年６月７日開催の第33期定時株主総会において上記のとおり付議いたします。
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